
] 金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

（単位：円）

貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額

\ 現金及び預金 78¶880¶687¶680 78¶880¶687¶680 0

] 未払金 （28¶876¶270¶536） （28¶876¶270¶536） 0

^ 預り金 （3¶327¶592¶499） （3¶327¶592¶499） 0

_ リース債務 （13¶002¶809¶968） （13¶300¶166¶167）� 297¶356¶199

B＊ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
~ 金融商品の時価の算定方法に関する事項
\現金及び預金、]未払金、^預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっ
ております。
_リース債務
リース債務については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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^ リース資産
リース資産の内容は、有形固定資産は工具器具備品、無形固定資産はソフトウェアであります。
リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法によっております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
賞与については、機構運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上し
ておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準第88

に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上しております。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、機構運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当
金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計
基準第38に基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国有財産等無償使用の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。なお、研修施設にかかる償却対象資産につ
いては、減価償却費相当額を計上しております。

] 政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に、0•564％で計算しております。

６．リース取引の処理方法
\ リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、ファイナンス・リース
資産の価額が、固定資産の計上基準額を下回る場合を除いて、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

] リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表注記］
１．機構運営費交付金から充当されるべき当期末引当外賞与見積額は以下のとおりです。

8¶372¶797¶422円
２．機構運営費交付金から翌期以降充当されるべき当期末引当外退職給付引当金の見積額は以下のと
おりです。

111¶465¶675¶974円
３．金融商品の状況に関する事項
\ 金融商品に対する取組方針
資金運用については、預金保険制度により全額保護される決済性預金に限定し、また、資金調
達については、機構運営費交付金及び事業運営費交付金を財源としております。なお、厚生労働
大臣の認可を受けて、短期借入を行うことができますが、当期は行っておりません。

４．資産除去債務に係る会計処理
\ 当該資産除去債務の概要
賃借建物の原状回復義務、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律等にもとづき日本年
金機構が所有する建物の解体時における除去費用につき資産除去債務を計上しております。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法
負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を10年～30年と見積り、
割引率は0•962％～2•266％を使用しております。
当事業年度において、賃借建物の原状回復にかかる費用が、建物賃借時における見積額を大幅
に超過する見込みであることが明らかになったことから、見積りの変更による増加額を0•282％
で割り引いて、変更前の資産除去債務残高に836¶704¶331円加算しております。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 2¶648¶404¶004円
見積りの変更による増額 836¶704¶331円
有形固定資産の取得に伴う増加額

305¶946¶770円
時の経過による調整額 45¶823¶320円
当期減少額 106¶336¶827円
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当期末残高 3¶730¶541¶598円
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５．固定資産の減損の兆候
\ 桜宿舎
{ 固定資産の概要

用途 職員用宿舎建物
種類 建物
場所 北海道小樽市桜１丁目52番地
帳簿価格（平成24年度期末） 29¶139¶000円

| 認められた減損の兆候の概要
上記資産については、入居者数が減少している状態が継続していることから、減損の兆候
が認められる。

} 減損の認識に至らなかった理由
上記資産については、使用目的に従った機能を現に有していることから、減損を認識しな
い。

] １区宿舎１
{ 固定資産の概要

用途 職員用宿舎建物
種類 建物
場所 北海道旭川市春光６条１丁目67番地
帳簿価格（平成24年度期末） 8¶700¶000円š
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